
地域少⼦化対策強化交付⾦の効果検証

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

自治体の申請

事業実施要領において、各事業の効果検証の仕組みを組み込むとともに、平成２７年度予算で
交付金事業全体の効果検証のための予算を措置。

内閣府と協議

・事業計画において、地域の実情（人口減少や少子化の現状、

施策の現状）と課題、事業内容、事業の効果、他の事業との
連携等を記載。計画策定にあたって幅広い関係者の意見に
配慮。
・長期的展望に立ち、計画を検討。
・計画策定にあたって、幅広い関係者の意見に配慮。

地方自治体は、協議を経た計画を公表。

事 業 実 施

事業の実施主体は地方自治体であり、その
責任の下で事業を実施することを明記。

長期展望も視野に入れて事業の効果検
証及び評価を行い、報告書に併記。
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様式4

指標 計画値 実績値 評価検証方法

   

指標 計画値 実績値 評価検証方法

　 　 　

評価

長期的展望

作成責任者担当部局名

　

効果検証・評価の体制

　

　

事
業
の
評
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平成26年度地域少子化対策強化交付金事後評価書

事業構成 　

事業名 　

　

（注）１．「測定指標」の「計画値」は実施計画時に定めた数値を記入すること。
２．「効果検証・評価の体制」には、効果検証・評価を精緻化するための体制整備等を記入すること（庁内PTの設置や有識者へのヒ
アリング、パブリックコメントの募集等）

事業執行額

自治体名：

測定指標

アウトプット

アウトカム

改善策
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